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はじめに

この度は弊所ホームページへのご訪問とセミナー資料をダウンロードいただき、ありがとうございます。弊所では、１０

名を超える弁護士がそれぞれの注力分野を活かして、名実相伴う「総合」法律事務所として、皆さまのサポートに尽力させ

ていただいております。

私は企業の皆さまの立場からの会社法務問題の解決に注力しており、今回、ダウンロードいただきましたセミナー資料は、

弊所にて定期的に開催しておりますセミナーにて実際に提供させていただいたものです。弊所では、企業の皆さまにお役立

ていただけるよう、定期的にセミナーを開催しておりますので、是非ともご聴講ください。

弊所では、日常的な契約締結時のリスクマネジメントはもちろん、Ｍ＆Ａや知的財産分野などの専門的業務にもお役立て

いただけるよう「リーガルサポートサービス」のご案内申し上げております。「スタンダードプラン」では、チャットサー

ビスを活用したスピーディーな対応はもちろん、ご要望があれば、定期的なＷｅｂ面談又はご訪問にて、最新の労務問題を

中心とした情報提供をさせていただいております。今般お手にとっていただいたセミナー資料にお目通しの上、今後とも弊

所をご用命の程、よろしくお願い申し上げます。

※本データの内容、テキスト、画像等の無断転載・無断使用を固く禁じます。
※本データの内容はセミナー開催時点での情報であり、現在の正確な情報が記載されている保証はございません。

労務対策チームリーダー
弁護士伊山正和



景品表示法・広告規制の実務
その広告大丈夫ですか？

京都総合法律事務所

弁護士 野﨑隆史



自己紹介

・和歌山県和歌山市生まれ

・実家は不動産業

・2005年 宅建試験合格

・2008年 司法試験合格

・2012年4月～2017年3月

京都府総務部政策法務課法制担当法務調査役

・WTFテコンドー2段

・医療経営士（3級）

・鴨川を美しくする会相談役

出典：同志社大学HP

京都総合法律事務所



事務所紹介

・1976年設立（45年目）

・弁護士13名

・主なクライアント（顧問先約140社）

地方公共団体、金融機関、医療機関、教育機関、建設業、

不動産業、製造業、小売業、飲食業、サービス業、IT関係、

公益法人、労働組合等

京都総合法律事務所



本日のテーマ

京都総合法律事務所

1. 景表法トラブルを起こさないために必要なこと

2. 課徴金制度のしくみ

3. 事業者が講ずべき景品類の提供及び表示の管理上
の措置

4. 薬機法の威力

5. 広告対応を弁護士に依頼するメリット



京都総合法律事務所



京都総合法律事務所

出典：消費者庁HP



京都総合法律事務所

出典：消費者庁HP

約１㎥閉鎖空間での分析
結果

使用環境によって効果が
異なります。

本製品は全てのウイルス、
菌に効果がある物ではあり
ません。

使用状況により成分の効
果は異なります。

風のある屋外や、空気の
流れが強い場所では十分
に効果が発揮できません。

これでOK？



京都総合法律事務所

出典：大幸薬品株式会社HP
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出典：Panasonic HP



京都総合法律事務所

出典：日本流通産業新聞HP

広告の主体
 日本クロレラ療法研究会（一応、株式会社サン・クロレラとは別組織）

広告の内容
 慢性病にはクロレラ療法がお勧め。

 クロレラには、「病気と闘う免疫力を整える」、「細胞の働きを活発にす
る」、「排毒・解毒作用」、「高血圧・動脈硬化の予防」、「心臓・腎臓の
働きを活発にする」等の効用がある。

 ウコギには、「神経衰弱・自律神経失調症改善作用」、「ホルモンバラ
ンス調整」、「高ストレス作用・疲労回復作用」、「鎮静作用による緊張
緩和・睡眠安定」、「抗アレルギー作用」等の効用がある。

 クロレラとウコギには「相乗効果」がある。

体験談
クロレラ粒の服用で肺気腫の症状が改善。
クロレラ粒とウコギエキスの継続服用で下記の症状が改善。
腰痛、腰部脊柱管狭窄症、自律神経失調症、高血圧、糖尿病

この広告はOK？



京都総合法律事務所

出典：消費者庁HP
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出典：消費者庁HP

※個人の感想であり、体感
には個人差があります。

これでOK？
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出典：消費者庁HP
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出典：消費者庁HP

※個人の感想であり、体感
には個人差があります。

これでOK？



京都総合法律事務所

出典：消費者庁HP

右とは別のページに下記表示

三越伊勢丹グループ百貨店の３，０００円
（税抜）以上の商品

三越伊勢丹グループ百貨店の食料品・レス
トラン・喫茶一品３，０００円（税抜）未満の商
品１％ポイント

ボーナス１回払いの場合は、１％ポイントと
なります。

セール品、福袋、送料、お仕立て代、加工
料、修理代、箱代、一部のブランド、特定商
品などは特典対象外となります。

これでOK？
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出典：消費者庁HP

翌月も同じキャンペーン



景表法トラブルを起こさないために必要なこと

『孫子・謀攻篇』

知彼知己百戰不殆 彼を知りて己を知れば、百戦殆うからず。

不知彼而知己一勝一負 彼を知らずして己を知れば、一勝一負す。

不知彼不知己毎戰必殆 彼を知らず己を知らざれば、戦う毎に必ず殆うし。

京都総合法律事務所



京都総合法律事務所

出典：消費者庁HP

不当景品類及び不当表示防止法

（目的）

第一条 この法律は、商品及び役
務の取引に関連する不当な景品類
及び表示による顧客の誘引を防止
するため、一般消費者による自主
的かつ合理的な選択を阻害するお
それのある行為の制限及び禁止に
ついて定めることにより、一般消費
者の利益を保護することを目的と
する。
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出典：消費者庁HP
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出典：消費者庁HP
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出典：消費者庁HP
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出典：消費者庁HP
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出典：消費者庁HP

「著しく」
誇張・誇大の程度が社会一般に許容されている程度を超えていること

「誇張・誇大が社会一般に許容される程度を超える」
当該表示を誤認して顧客が誘引されるか否かで判断される。
その誤認がなければ顧客が誘引されることが通常ないであろうと認められる程度。

商品の性質、一般消費者の知識水準、取引の実態、表示の方法、表示の対象となる
内容等を基に、表示全体から判断される。



京都総合法律事務所

出典：消費者庁HP
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出典：消費者庁HP



京都総合法律事務所

出典：消費者庁HP

提出期限
消費者庁長官が資料の提出を求める文書を交付した日から15日を経過するまで

合理的な根拠
①提出資料が客観的に実証された内容のものであること
②表示された効果、性能と提出資料によって実証された内容が適切に対応していること



京都総合法律事務所

合理的な根拠
試験・調査によって得られた結果

・関連する学術界又は産業界において一般的に認められた方法

・関連分野の専門家多数が認める方法

・社会通念上及び経験則上妥当と認められる方法

✅事業者自身や当該事業者の関係機関が行った試験・調査であってもOK

✅消費者の体験談やモニターの意見等も統計的に客観性が十分に確保されていればOK

専門家、専門家団体若しくは専門機関の見解又は学術文献

・専門家等が客観的に評価した見解又は学術文献で、当該専門分野で一般的に認められているもの

①提出資料が客観的に実証された内容のものであること

②表示された効果、性能と提出資料によって実証された内容が適切に対応していること



京都総合法律事務所

合理的な根拠

例 「継続率90% ※対象＝広告商品、期間＝2021年1月－3月、N＝100、自社調べ」

 「継続率90%」というデータを消費者に誤認させないように、その条件を注記として記載する。

✖ 「※自社調べ」のみ

 「N＝100」の部分について、消費者庁は「無作為抽出で相当数のサンプル」を求めている。

 「無作為抽出」とは、ランダムであること。

✖ 対象が社員のみ

✖ 対象が「モニター」なのに、それを「顧客」と示す

サンプル数は100以上でOK。ランダム度が高ければ30くらいでもOK。

 「N=100」のランダム度について、「（期間中の広告商品の新規購入者）」等と注記するとベター。

①提出資料が客観的に実証された内容のものであること

②表示された効果、性能と提出資料によって実証された内容が適切に対応していること



京都総合法律事務所

打消し表示の基本ルール
消費者庁「打消し消し表示に関する表示方法及び表示内容に関する留意点（実態調査報告書のまとめ）」より

打消し表示は、強調表示だけでは一般消費者が認識できない例外条件、制約
条件等がある場合に例外的に使用されるべきもの

強調表示と共に消費者が認識できなければNG
✅ 強調表示と同様に目立つこと（強調表示の直下に置くこと）が必要

強調表示と矛盾する内容はNG
✅ 強調表示は訴求する商品・サービスの実際を反映するものであることが必要
✅ 「個人の感想です」は打消し表示にならない

打消し表示の表示内容に問題がある場合はNG
✅ 一般消費者が読んでその内容を理解できることが必要

打消し表示の表示方法に問題がある場合はNG
✅ 一般消費者が気付けること、読み終えることが必要



京都総合法律事務所

打消し表示の基本ルール
消費者庁「打消し消し表示に関する表示方法及び表示内容に関する留意点（実態調査報告書のまとめ）」より

✖ 「上記はお客様個人の感想です。」

✖ 打消し表示の文字が小さい

✖ 打消し表示の配置場所が強調表示から離れている

✖ 打消し表示が表示されている時間が短い



京都総合法律事務所

打消し表示の判断要素

打消し表示の文字の大きさ

強調表示の文字と打消し表示の文字の大きさのバランス

打消し表示の配置箇所

打消し表示と背景の区別

【動画広告】

打消し表示が含まれる画面の表示時間

音声等による表示の方法

強調表示と打消し表示が別の画面に表示されているか

複数の場面で内容の異なる複数の強調表示と打消し表
示が登場するか

【Web広告（PC）】

強調表示と打消し表示が１スクロール以上離れているか

【Web広告（スマートフォン）】

アコーディオンパネルに打消し表示が表示されているか

コンバージョンボタンの配置箇所

スマートフォンにおける強調表示と打消し表示の距離

スマートフォンにおける打消し表示の文字の大きさ

スマートフォンにおける打消し表示の文字とその背景の色
や模様

他の画像等に注意が引きつけられるか

消費者庁「打消し消し表示に関する表示方法及び表示内容に関する留意点（実態調査報告書のまとめ）」より
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「合理的な根拠」と「打消し表示」の関係

根拠が

合理的・客観的

打消し表示により
誤認を防げる

景表法クリア



京都総合法律事務所

出典：消費者庁HP

約１㎥閉鎖空間での分析
結果

使用環境によって効果が
異なります。

本製品は全てのウイルス、
菌に効果がある物ではあり
ません。

使用状況により成分の効
果は異なります。

風のある屋外や、空気の
流れが強い場所では十分
に効果が発揮できません。

これでは✖



京都総合法律事務所

出典：大幸薬品株式会社HP
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出典：Panasonic HP
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出典：日本流通産業新聞HP

クロレラチラシ事件
京都地裁 平成２７年１月２１日判決
大阪高裁 平成２８年２月２５日判決
最高裁 平成２９年１月２４日判決

広告の内容
 慢性病にはクロレラ療法がお勧め。

 クロレラには、「病気と闘う免疫力を整える」、「細胞の働きを活発に
する」、「排毒・解毒作用」、「高血圧・動脈硬化の予防」、「心臓・腎臓
の働きを活発にする」等の効用がある。

 ウコギには、「神経衰弱・自律神経失調症改善作用」、「ホルモンバ
ランス調整」、「高ストレス作用・疲労回復作用」、「鎮静作用による緊
張緩和・睡眠安定」、「抗アレルギー作用」等の効用がある。

 クロレラとウコギには「相乗効果」がある。

体験談
クロレラ粒の服用で肺気腫の症状が改善。
クロレラ粒とウコギエキスの継続服用で下記の症状が改善。

腰痛、腰部脊柱管狭窄症、自律神経失調症、高血圧、糖尿病



京都総合法律事務所

出典：日本流通産業新聞HP

クロレラチラシ事件
京都地裁 平成２７年１月２１日判決
大阪高裁 平成２８年２月２５日判決
最高裁 平成２９年１月２４日判決

景表法に関する主要争点
① 景表法が規制する「表示」に当たるか？

② 表示された効能効果が実際の効能効果と比べて著しく優良である
ことの立証責任はどちらにあるか？

サン・クロレラ社の主張

① チラシには、「クロレラ」や「ウコギ」といった一般的な原材料の記載
はあるが、商品名の記載はなく、サン・クロレラ社の商品の内容を
表示するものではない。

② 表示された効能効果が実際の効能効果と比べて著しく優良である
ことの立証責任は適格消費者団体側が負う。



京都総合法律事務所

出典：日本流通産業新聞HP

景表法に関する主要争点
① 景表法が規制する「表示」に当たるか？

② 表示された効能効果が実際の効能効果と比べて著しく優良である
ことの立証責任はどちらにあるか？

裁判所の判断

① 商品名が記載されていないとしても規制を免れられるわけではない。
研究会のチラシは、そこに記載された様々な効用に関心を抱いた
顧客が必然的に商品の購入を勧誘されるという仕組みがとられて
いるから、商品の品質に関する表示に当たる。

② 医薬品の承認がされていない商品に医薬品的な効能効果が表示
されている場合、一般消費者は、その商品があたかも国により厳格
に審査され承認を受けて製造販売されている医薬品であるという
誤認を引き起こすおそれがあるから、優良誤認表示に当たる。

→ 医薬品的な効能効能を表示した商品について、
その効果の有無・程度に関する適格消費者団体側の
立証責任を事実上転換
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出典：消費者庁HP

※個人の感想であり、体感
には個人差があります。

これでは✖
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出典：消費者庁HP

※個人の感想であり、体感
には個人差があります。

これでは✖
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出典：消費者庁HP

右とは別のページに下記表示

三越伊勢丹グループ百貨店の３，０００円
（税抜）以上の商品

三越伊勢丹グループ百貨店の食料品・レス
トラン・喫茶一品３，０００円（税抜）未満の商
品１％ポイント

ボーナス１回払いの場合は、１％ポイントと
なります。

セール品、福袋、送料、お仕立て代、加工
料、修理代、箱代、一部のブランド、特定商
品などは特典対象外となります。

これでは✖
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出典：消費者庁HP
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出典：消費者庁HP



京都総合法律事務所

不当な二重価格表示の禁止
二重価格表示

事業者が自己の販売価格に当該販
売価格よりも高い他の価格（比較対
照価格）を併記して表示すること

比較対照価格の内容について適正

な表示が行われていない場合には、
有利誤認表示に該当するおそれあり。

「当店通常価格」や「セール前価格」と
いった過去の販売価格を比較対照価
格とする二重価格表示を行う場合に、
同一の商品について最近相当期間に
わたって販売されていた価格とはいえ
ない価格を比較対照価格に用いると
きは、当該価格がいつの時点でどの
程度の期間販売されていた価格であ
るか等その内容を正確に表示しない
限り、不当表示に該当するおそれが
ある。
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不当な二重価格表示の禁止
最近相当期間にわたって販売された価格

当該価格で販売されていた時期及び期間

対象となっている商品の一般的価格変動
の状況

当該店舗における販売形態

等を考慮しつつ、個々の事案ごとに検討され
る。

〇セール開始時点から遡る８週間（８週間

未満の場合には、当該期間）において、比
較対照価格で販売されていた期間が、当該
商品が販売されていた期間の過半を占めて
いる場合

✖当該価格で販売されていた期間が通算し
て２週間未満の場合

✖当該価格で販売された最後の日から２週
間以上経過している場合
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出典：消費者庁HP

有利誤認表示



課徴金制度のしくみ

京都総合法律事務所

出典：消費者庁HP

課徴金対象期間に行った取引によって得られた
売上高の3％に相当する額
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出典：消費者庁HP
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出典：消費者庁HP
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出典：消費者庁HP
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出典：消費者庁HP

インターネット監視
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薬機法の威力

ステラ漢方事件

大阪府警が、医薬品として承認されていない健康
食品を肝機能の改善に効果があるかのように宣伝
したとして、広告主と広告代理店を薬機法違反（未
承認医薬品の広告禁止）の疑いで逮捕

広告主が逮捕され業界に激震

✖ 広告主とその担当者、広告代理店とその担当者
に罰金刑

△ 未承認医薬品の販売行為は不起訴
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薬機法の威力



京都総合法律事務所

景表法と薬機法の関係
医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律

（誇大広告等）
第六十六条 何人も、医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器又は再
生医療等製品の名称、製造方法、効能、効果又は性能に関して、明示
的であると暗示的であるとを問わず、虚偽又は誇大な記事を広告し、
記述し、又は流布してはならない。
２ 医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器又は再生医療等製品の効
能、効果又は性能について、医師その他の者がこれを保証したものと
誤解されるおそれがある記事を広告し、記述し、又は流布することは、
前項に該当するものとする。
３ （略）

（承認前の医薬品、医療機器及び再生医療等製品の広告の禁止）
第六十八条 何人も、（略）医薬品若しくは医療機器又は再生医療等
製品であつて、まだ（略）承認又は（略）認証を受けていないものに
ついて、その名称、製造方法、効能、効果又は性能に関する広告をし
てはならない。

第八十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、二年以下の懲役若
しくは二百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。
一～三 （略）
四 第六十六条第一項又は第三項の規定に違反した者
五 第六十八条の規定に違反した者

出典：impress BUSINESS MEDIA
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広告対応を弁護士に依頼するメリット

 景表法や薬機法に抵触した場合、商品の販売中止を
余儀なくされたり、広告戦略に大きな影響を及ぼす

 最悪の場合、逮捕される

 優良誤認・有利誤認の要件は極めて抽象的

 不実証広告規制は、15日以内に合理的な根拠を示す
という極めてタイトなタイムスケジュール

 課徴金は売上高の3%

 消費者庁や適格消費者団体の動向のチェック

 事業者が講ずべき措置への適切な対応

適時かつ迅速に広告対応可能な弁護士に相談
できる体制の構築は今後の広告戦略に不可欠

京都総合法律事務所リーガルサポートプラン



京都総合法律事務所

弁護士 野 﨑 隆 史

TEL     075-256-2560
FAX    075-256-2561
mail  nozaki@kyotosogo-law.com

京都総合法律事務所



企業経営者向けの無料相談を受け付けます

本冊子をお読みいただいた方限定・無料で会社法務に関する相談をお受けします 無料相談のFAXからのお申し込みはこちら

通常価格：60分 11,000円(税込)

※ご相談はWEB会議または弊所への来所にて承ります
※特典のご利用は、複数のレジュメをダウンロードいただいた場合でも

1社1回限りとなりますのでご容赦ください

会社名／代表者
会社名 代表者名

ご住所

〒

連絡先

TEL FAX 連絡窓口

Eメール

→無料

FAX 075-256-2561
下記フォームをご記入の上、この用紙をFAXして下さい。

お電話の際は「セミナーレジュメを見た」とはじめにお伝え下さい

発行：京都総合法律事務所
〒604-0924
京都市中京区河原町二条南西角河原町二条ビル5階
TEL : 075-256-2560 / FAX : 075-256-2561

HPからのお申し込みはこちら
URL：https://kyoto-kigyohomu.com/contact

※お問い合わせ内容に「セミナーレジュメダウンロード特典利用」
とご記入をお願いいたします。


